
令和〇年度 行政改革方針

生駒市 行政経営課
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【資料３】

１ 市を取り巻く状況 (1) 国や社会の状況

＜経済財政運営と改革の基本方針2023＞

 我が国経済は、コロナ禍から経済社会活動の正常化が進み、緩やかに回復している一方で、
世界的な物価高騰等が我が国経済に与える影響に十分注意する必要がある。

 持続的な経済成長を実現するためには、全体最適を目指した資源配分が重要であり、歳出全
体を通じた優先順位の明確化や成果指向の支出の徹底が必要

 このため、ＥＢＰＭの取組の徹底強化に当たっては、あらゆる予算事項について、事後的な
検証が可能な形で事前にＫＰＩの設定と政策効果を検証するためのエビデンス・成果の提出
を求め、政策の優先順位の見える化を進める。

 特に、本年度の予算編成過程からＥＢＰＭを導入した行政事業レビューシートを積極的に活
用することで、全ての予算事業に共通して基礎的なＥＢＰＭを導入する。
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１ 市を取り巻く状況 (2) 生駒市の状況

＜前年度決算の概要＞

地方交付税において、国の補正予算等による普通交付税
の大幅な増額や繰越金の大幅な増額があったものの、国
庫支出金において、子育て世帯への臨時特別給付金給付
事業や新型コロナウイルスワクチン接種事業の縮小によ
る国庫支出金の減収、地方債の借入を厳選したことによ
る市債の減収により、全体として令和3年度決算より20
億2,500万円の減収となった。

令和4年度は、基金への積立額の増加、学校給食セン
ター整備事業や清掃センター基幹的設備改良事業等によ
り普通建設事業費が増加となったものの、子育て世帯へ
の臨時特別給付金給付事業が縮小したことで扶助費が減
少したため、全体として令和3年度決算より9億9,600万
円の減少となった。

（百万円）

H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度

歳入 37,178 41,792 52,556 46,654 44,630

歳出 35,119 40,166 50,685 43,406 42,410

実質収支 1,131 1,478 1,811 3,180 1,974

歳入

歳出
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１ 市を取り巻く状況 (2) 生駒市の状況

＜次年度の見通し＞

一般財源ベースで社会保障関係費約6.5億円の、会計年度任用職員も
含む人件費において約8.4億円の、その他計上経費約2.0億円の需要増
が見込まれる大変厳しい状況である。

歳入については、内閣府による中長期の経済財政に関する試算・総務
省による地方財政収支の仮試算・令和5年度決算見込値に基づき、市
税・県税交付金において、約1.4億円の増、地方交付税については約
5.7億円の増、臨時財政対策債は1.9億円の減を見込むとともに、基金
の繰り入れ等を行うことで一般財源全体額は前年度比で約13.4億円の
増としたが、以前需要増に対して厳しい状況である。

………
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２ 前年度・当年度取組の振り返り

評価区分
項目

件数 割合(％)

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

合計 100.0

(1) 「総合計画アクションプラン」の評価結果

【総括】
 〇項目中△項目がＡ評価又はＢ評価となり、〇％を超える結果となった。
 施策別にみると、「◇◇◇◇」はＡ評価が〇件となり、順調に取組が進められているが、「□□□□」はＤ

評価・Ｅ評価が〇件となり不十分な結果となった。

「総合計画アクションプラン」の前年度の取組状況を、行政改革推進委員会で評価を行った。
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２ 前年度・当年度取組の振り返り

(1) 「総合計画アクションプラン」の評価結果

施策名
施策の
行革評価

行政改革観点での
総評コメント

市民自治活動
・学び C

施策目標を実現するにあたって、事業①は効果が薄いため見直し
を行い、事業③や事業④に注力すべきである。……

人権・多文化
共生 A

各事業とも、多様な主体との協創に取り組めている。事業③につ
いて、費用対効果が低いため、事業の見直しを実施すべきである。
……

…

行政経営
B

事業①は、民間活力を導入し、駅前公共施設の最適配置に向けた
取組が進められている。事業②は進捗が遅れているため、重点的
に取り組んでいく必要がある。……

＜行革推進委員会における施策の評価結果＞
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２ 前年度・当年度取組の振り返り

(2) 行政改革に関する取組結果
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２ 前年度・当年度取組の振り返り

(3) 総括

市を取り巻く状況、前年度・当年度取組の振り返りから、

 厳しい財政状況が予想される中、収支均衡を図るため、歳出の削減に努めると
ともに、歳入増につながる施策を推進する必要がある。

 歳出全体を通じた優先順位の明確化や成果指向の支出の徹底が求められる。そ
のためには、総合計画と行政改革の連動性を高め、事前にＫＰＩを設定すると
ともに、事後に政策効果を検証するための成果の提出を求め、政策の優先順位
の見える化を図る必要がある。

 行政改革推進委員会の前年度評価において、Ｃ評価やＤ評価となった取組につ
いては、事業の必要性等の分析を行い、次年度に反映させる必要がある。
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３ 次年度アクションプランで対応方針の提出を求める事業

施策名 事業名 行政改革推進委員会のコメント

１ 市民自治活動・学び 事業① 事業の効果が薄いため見直しを行い、事業③や事業④に
注力すべきである。

２ 人権・多文化共生 事業⑤ 費用対効果が低いため、事業の見直しを実施すべきであ
る。

…

…

Ⅳ 行政経営 事業② 進捗が遅れているため、重点的に取り組んでいく必要が
ある。

行政推進委員会における施策評価において、「見直すべき」というコメントが出されている下記
の事業について、次年度アクションプランで対応方針を示すこと。
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４ 次年度の行政改革の取組（予定）

１．健全かつ成長につながる行財政運営
① 新たな行政改革大綱の運用手法の検討
② …

２．歳入増につながる施策の創出・強化
① 企業版ふるさと納税
② …

３．ファシリティマネジメントの推進
① 生駒駅前公共施設の適正配置

４．多様な主体との連携・協創
① 市民参加型行政改革の推進

アクションプランヒアリング、
予算査定後に最終内容を

決定します。

10

イメージ案


